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東日本大震災を契機とするエネルギ 需給の変化や国民のエネルギ 地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ 市街化区域

都市の低炭素化の促進に関する法律案（概要）

●低炭素まちづくり計画の策定（市 ●民間等の低炭素建築物の認定●基本方針の策定

東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域
等における民間投資の促進を通じて、都市・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図
るとともに、住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要

●低炭素まちづくり計画の策定（市
町村）

●民間等の低炭素建築物の認定
〔低炭素基準〕：一次エネルギー消費量▲10％以上

（対省エネ基準） 等

●基本方針の策定
（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣）

市町村は、都市機能の集約化、公共交通機関の利用の促進、エネルギーの面的利用の促進など、都市の低炭素化を促進するための計画
を策定 実施

○補助の重点化
（予算）

を策定、実施

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施
バ 鉄道等 各事業法 手続特例

公共交通機関の利用促進等

都市機能の集約化

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備
民間事業の認定制度の創設

○民間等による集約駐車施設の整備

・エネルギーの面的利用
・先導的な省CO2の住宅・建築物の整
備

・ＥＶ等の環境負荷の低い輸送機械器
具の導入 等

バス・鉄道等の各事業法の手続特例

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制

○民間等による集約駐車施設の整備
建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例

○歩いて暮らせるまちづくり
（歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等）

具の導入 等

○社会資本整備総合交付金の交付
（予算）

○認定低炭素住宅に係る住宅ロー
ン減税の深掘り等
（税制）

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進
建築物の低炭素化

（税制）樹林地等に係る管理協定制度の拡充

○未利用下水熱の活用 民間の下水の取水許可特例

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置
占用許可の特例

○民間等の先導的な低炭素建築物・
住宅の整備
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都市機能の集約化

集約都市開発事業の認定制度

社会資本整備総合交付金で支援（国費率：１／３等）

共同住宅

医療施設等

市町村長の認定

（基準）

社会資本整備総合交付金で支援（国費率：１／３等）

保育所

医療施設等

店舗

歩道の整備

停留所の

（基準）
・低炭素建築物の認定基準
・交通流の減少
・敷地の緑化 等

建築物の調査 設計停留所の
整備

民間事業者

建築物の調査・設計、
上下水道・ガス・電気施
設・空地・共用通行部
分等の整備

○一定規模以上の建築物の新築・増築等をする際の駐車施設の設置

駐車場法の特例

駐車場法（現行）
駐車場法の特例

以下の３パターンの条例が制定可能に
① 集約駐車施設内に設置させる
② 建築物の敷地内に設置させる（現行）
③ ①か②のどちらかに設置させる

駐車場法（現行）

条例に基づき当該建築物の敷地内に駐車
施設を設置

〔イメージ〕

③ ①か②のどちらかに設置させる
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公共交通機関の利用促進等

自動車の分担率は年々増加しているのに対し、
徒歩 バ 分担率 低

■公共交通機関の利便増進・貨物運送の共同化代表交通手段利用率の推移

12.1

14.2

33.6

38.7

22.9

19.2

27.4

24.1

3.9

S62

H4

徒歩やバスの分担率は低下 ○バス路線の新設・変更や鉄道・ＬＲＴの整備、物流事業者による共同での輸配
送の実施等の事業について、実施計画の認定制度を創設し、道路運送法など各
事業法による許認可等の特例を設けることにより、まちづくりと連携した公共
交通機関の利用促進や貨物の運送の合理化を推進。

14.0
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H11

H17
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国

バス事業の例 国土交通大臣の認定

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道 バス 自動車

二輪車 徒歩・その他

出典：平成19年5月「都市における人の動き

・市町村を経由して認定申請
・市町村は意見を付して送付

市町村 バス事業者

道路運送法による認可等
があったものとみなす

トラックを利用した出荷件数は増加傾向にある一
方 1件あたりのロ トは減少傾向（少量多頻度輸

トラックを利用した出荷件数とロットの推移

-平成17年全国都市交通特性調査の結果から-」

低炭素まちづくり
計画の作成

事業の実施道路運送利便増進
実施計画の作成

市町村 バス事業者

方、1件あたりのロットは減少傾向（少量多頻度輸
送の進展）

自家用トラック利用 営業用トラック利用

・計画には路線の新設や運行回数の増加など
幅広く記載

・作成にあたっては市町村の意見聴取

・バス事業者を含む
協議会において議論

■自動車に関するＣＯ２の排出抑制

○低炭素まちづくり計画には、自動車に係るＣＯ２の

※ロット：生産や出荷の単位としての、同一製品の集まり。

排出の抑制の促進に関する事項を記載。

○市町村は、環境の整備（電気自動車の充電インフラの整備等）、情報の提供・
助言（エコドライブ講習会等）などにより支援。 4



緑地の保全及び緑化の推進に関する特例

樹林地等の所有者の管理負担を軽減
緑地の管理等を担う
身近な団体の確保

○緑は、CO2の唯一の吸収源

低炭素まちづくり計画の計画区域内の
樹林地等を管理協定制度の対象に追加

都道府県知事に限られている緑地管理
機構の指定権者に市町村長を追加

○緑は、CO2の唯 の吸収源

太陽光太陽光

ＣＯ２

酸素

水分

酸素

※緑地管理機構：

ＮＰＯ法人や一般財団法人等が、都道府県知事
から緑地管理機構として指定を受け、緑地の保

※管理協定：

地方公共団体又は緑地管理機構が、土地所有者
等と協定を結び所有者に代わって緑地の管理を

公益財団法人東京都公園協会、財団法人
せたがやトラストまちづくり等計5団体
が指定（平成23年1月末現在）

現行管理協定制度は、特別緑地保全地区
等内の緑地に限定

水分 から緑地管理機構として指定を受け、緑地の保
全や緑化の推進を行う制度

等と協定を結び所有者に代わって緑地の管理を
行う制度

が指定（平成23年1月末現在）
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未利用エネルギーの利用の促進等

下水熱のポテンシャル下水道法の特例

・大気に比べ冬は暖かく、夏は冷たい
・都市内に安定的かつ豊富に存在

［℃］

商業施設

病院

商業施設

事務所ビル

ホテル事務所ビル

［月］

・未利用エネルギーを活用した地域冷暖房にすると、
通常の地域冷暖房に比べ約１割の省CO2・省エネ効果

通常の地域冷暖房
（空冷式のヒートポンプ）

90.1％

約１割

図 エネルギー使用量（建物別冷暖房＝100）

下水熱を利用するため、民間事業者が許
可を受け、下水道の排水施設に接続設備
を設け 水を 水する とが 能に

0 50 100
（出典：平成１９年度経済産業省資源エネルギー庁調査）

未利用エネルギー
活用の地域冷暖房 79.4％

約１割
削減 を設け、下水を取水することが可能に

施設の例

都市公園・港湾における占用許可の特例

※太陽光パネル等の設置について あらかじめ

※２年以内に
占用許可申請

都市公園の駐車場の覆屋に太陽光パネルを設置

技術的基準に適合する限り、
占用の許可を義務づけ

計画の策定・公表
※太陽光パネル等の設置について、あらかじめ、
・市町村が民間事業者と協議
・市町村が管理者の同意を取得
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自動車利用について 三大都市圏で頭打ちとなる一方 地方都市圏では増加傾向が続

都市交通の動向（H22全国都市交通特性調査の概要） <精査中>

＜平日＞ ＜休日＞

自動車利用について、三大都市圏で頭打ちとなる 方、地方都市圏では増加傾向が続
いている。
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80%

都市交通の動向（H22全国都市交通特性調査の概要） <精査中>

70%

80%

金沢

宇都宮

徳島

60%

自
動

塩竈

岐阜

熊本
鹿児島

徳島

40%

50%
動
車
分
担 名古屋堺宇治

札幌
静岡

春日井

北九州
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40%
率

(
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千葉

神戸

堺

福岡
奈良

20%

日
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京都
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横浜
松戸

所沢

10%
東京23区大阪

川崎
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都市圏パーソントリップ調査の実施状況

平成２２年度末までに６３都市圏
旭川（２回）

道央（４回）

函館 （２回） 室蘭（１回）

釧路※（３回）

帯広（１回）

（2010年時点）

パーソントリップ調査

苫 牧

平成２２年度末までに６３都市圏
（延べ１２６回）で実施されている。

青森（１回）

函館※（２回） 室蘭（１回）

むつ（１回）

※釧路の第２回は新都市ＯＤ調査である

※函館･佐賀の第１回、高松の第１回・第２回はＰＴ調査である

新都市ＯＤ調査
苫小牧（１回）

５

仙台（４回）

盛岡（１回）秋田（１回）

新潟（３回）

前橋・高崎（２回）

長岡（１回）

長野（２回）

花巻（１回）

福島（１回）

水戸・勝田（１回）

日立（２回）

郡山（２回）

いわき（１回）

宍道湖中海（１回）

岡山県南（３回）
播磨（ 回）

福井（３回）

金沢（４回）

富山・高岡（３回） 宇都宮（２回）

小山・栃木（１回）

七尾（１回）

飛騨（１回）

松本（１回）
島

両毛（１回）
東京（５回）

東駿河湾（２回）

静岡中部（３回）西遠（４回）
東三河（１回）佐賀※（２回）

北部九州（４回）

周南（１回）
広島（２回）

備後・笠岡（２回）

岡山県南（３回）
播磨（１回）

小山 栃木（ 回）

三原・本郷（１回）
甲府（１回）

岳南（１回）山口防府（１回）

東三河（１回）
中京（４回）

京阪神（５回）

徳島（２回）
高松※（３回）

高知（３回）

佐賀※（２回）

長崎（３回）

熊本（３回）

大分（ 回）

松山（２回）

柳井・平生（１回）

中南勢（１回）

伊賀（１回）

５

鹿児島（２回）

宮崎（２回）

大分（１回）

沖縄本島中南部（３回） 9



ＰＴ調査の簡易化へ向けた検討

・Ｈ２３年度 中京都市圏パーソントリップ調査と合わせて 調査項目を絞る等した簡易調査票を・Ｈ２３年度、中京都市圏パーソントリップ調査と合わせて、調査項目を絞る等した簡易調査票を
用いたパーソントリップ調査を試行実施。

・今後、調査結果を中京ＰＴ調査結果と比較・分析。

従来のＰＴ調査の調査物件 簡易ＰＴ調査の調査物件

調査依頼状：Ａ４片面 調査依頼状

調査説明資料：Ａ４両面

兼調査説明資料
兼記入例
：Ａ４両面

個 票ＰＴ調査ＰＲ資料：Ａ４両面 個人票：Ａ４両面
５歳以上人数分

世帯票：Ａ３片面

個人票：Ａ３両面
５歳以上人数分

記入例：Ａ３両面 10



携帯電話活用に向けた検討

ＮＴＴドコモで研究されている「モバイル空間統計」等により 携帯電話ログデ タを用いたパ・ＮＴＴドコモで研究されている「モバイル空間統計」等により、携帯電話ログデータを用いたパー
ソントリップ調査の補完・代替可能性について検討。

・更に、携帯電話のＧＰＳ機能を用いた調査の可能性についても検討。

空間解像度（屋外） 時間解像度カバレッジ

＜モバイル空間統計＞

空間解像度（屋外） 時間解像度カバレッジ

500mメッシュ程度（東京23区）
～数kmメッシュ程度（郊外）

1時間毎で継続的に
全国市区町村役場を

100%カバー

東京23区 500m程度

郊外数km程度 15:00 16:00 17:00
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都市計画道路網見直しに関する取組

都市計画区域を有する１３６０市町村のうち、未着手の幹線街路がない市町村も含めて約半数
が検証を終え、２回目の検証に着手した市町村も見られる。

未着手幹

線街路な

検証不要・

その他 線街路な

し

137団体

（10%）

検証時

期未定

その他

11団体

（1%）

（ ）

検証予定

135団体

240団体

（17%）

検証済み

594団体

（44%）

検証中

243団体

（10%）

（44%）
243団体

（18%）

地方公共団体における都市計画道路の検証状況
（全1360市町村：平成２２年3月末時点）
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データに基づく都市計画の運用と集約型都市構造化

・都市施設整備／都市交通施策に関するニーズの変化

・人口減少時代の都市計画・・・・集約型都市構造化と縮退

・インフラ投資や公共交通サービスの縮減・重点化

デ タに基づく分析 評価と縮退への合意形成・データに基づく分析・評価と縮退への合意形成

・パーソントリップ調査や都市計画基礎調査の有効活用ソントリップ調査や都市計画基礎調査の有効活用
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集約型都市構造化の評価都市経営コスト

客観データに基づく都市の分析評価

集約型都市構造化の評価都市経営コスト

○ 土地利用・交通モデル等により、「経済」「環境」
「社会」のトリプルボトムラインに沿って設定した指

○将来の都市構造変化に係る都市経営コストの
算出

評価結果のイメージ評価指標のイメージ

標により都市構造を評価

環境
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